ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１６５
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十五回勉強会（年表項目10：ビル・クリントン政権(1993-2001））の振り返り（８）：
Corporate Divestiture後日談その１：
カトリック社会思想からも「それは信用詐欺（Confidence Games）だ」と糾弾された。
20151120　rev.1　齋藤旬

　先週、2003年に行われたCorporate Divestitureを二つ、IntelとASMLの例を紹介した。実は、Corporate Divestitureはこの2003年がピークで、その後は下火（したび）、というかパタッと行われなくなった。なぜならば,,,。
　そもそもcorporateはpartnershipと異なり、広く一般の人々から資金を集めて活動するのだから、定時定率に利益を生みshareholdersに配当するduty、および、その利益の一部をcorporate income taxとして国家（state）に納めるdutyがある。これには私の様なpartnership論者も異論はない。「カエサルのものはカエサルに」というわけだ。
　従って、或る時或るcorporateの経営者達と株主達が「我々がこれから行うcorporate divestitureは、今は損を生むかもしれないが将来は益を生む。このことはmore likely than not、即ち、起きないより起きるのが尤もらしい」と自分達の信条を表明したからといってオイソレと許可できない。即ち、corporateとはthe public sphereでなくtheのつかないpublic domainにある公共財産でありそれを勝手にthe public sphereに移してはならない…。
この様に考える人達が国家当局からも、そしてなんと、CST（カトリック社会思想）研究家達 --- partnership経済への資金シフトを促すcorporate divestitureには或る程度賛成の立場にあるはずのカトリック社会思想研究家達からも現れて「批難」の声が上がった。
　今週は、Corporate Divestiture後日談として、このCSTからの批難の声に関してサラッと説明する。来週は、米国国家当局からの批難の声に関して説明する予定。
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　CST研究家達からも「批難」の声が上がる理由は、齋藤流にザクッと言えば、「corporateは、theのつかないpublic domainで言う所の”fair”な税負担をすべきである」ということ。繰り返すが「神のものは神に」だが「カエサルのものはカエサルに」がChristianityの原則。
　ズバリ、「corporate divestiture等によるcorporate tax shelterはabusive tax shelterである可能性が高い」という意見を述べた書籍が、カトリックGeorgetown大学のlawの二人の教授によって書かれ、2014年4月にthe MIT pressから『Confidence Games（信用詐欺）Lawyers, Accountants, and the Tax Shelter Industry』として出版された。
　　https://mitpress.mit.edu/congames
　今週は、このURLに載っているBook Reviewを和訳する。
Confidence Games   Lawyers, Accountants, and the Tax Shelter Industry 

By Tanina Rostain and Milton C. Regan, Jr.
Overview

新たな21世紀を迎え変わり目に高揚する10年間、幾つもの有名な米law and accounting firmsが作り出した或る種の節税方法が顧客獲得の大流行に沸き立っていた。この節税方法は、巨万の富を得たdot-com会社をはじめとした新富裕層が、利益不認識を適法に主張すること（claiming benefits not recognized by law）を可能にし、税のfairな分担部分まで回避できるようにしてしまった。この様なabusiveなtax shelterには、BOSS, BLIPS, COBRAという様な異様な名を持つものも現れた。しかもKPMGやErnst & Youngといった大手law and accounting firmsが開発したものも含まれた。この様なabusiveなtax shelterにはIRSや司法省が介入し民事罰と刑事訴追を与える様になったが、それらが及ぶ前に、大手law and accounting firmsは数億ドルもの手数料を顧客から受け取り、米財務省は数十億ドルもの国家歳入をだまし取られた。本書『Confidence Games（信用詐欺）』で著者Tanina RostainとMilton Reganは、米法曹界史上最も深刻なこの専門職不正行為に瞠目の説明を与え、この期間に起こった租税回避産業（the tax shelter industry）の盛衰を描写する。

著者Rostain and Reganは、IRSが反税・反政府の政治家達の攻撃にさらされ追い詰められていく様（さま）を描写する。即ち、lawyers and accountants等専門職の競争の高まりの中で、過激な節税策に対し専門職が持つべき規範感覚が鈍磨し、複雑な会計手法が編み出され追跡困難なabusive tax shelterが幾つも生み出されてしまった。確かに2004年にはこのブームは去り、幾つものlaw and accounting firmsが閉鎖され、これら専門職達は不祥事が明らかになるにつれ次々と実刑判決を受けた。しかしRostain and Reganが本書で述べた警告は今なお重要である。なぜなら、lawyers and accountantsは引き続き強力な競争圧力に直面しており、規制当局もまた、加速を続けるfinancial risk and innovationに振り落とされない様に必死で食らいつくのが関の山だからである。
今週は以上。来週も請うご期待。
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